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今時「官々接待」「カラ出張」「談合入札」など自治体のずさんな公費支
出への批判が社会問題化している状況下において，ここに地方自治体の行財
政組織の在り方について再検討が急務となってきた。地方自治法の当面する
具体的検討課題として，(1)自治体監査制度の充実(2)住民自治の充実(3)小
規模市町村の権限の強化等が上げられ，地方分権の下における国から地方
への大幅な権限の委譲と責務の拡大に対する体制の整備，地方自治体経営の
効率化と公正化が求められてきたのである。かかる過程において特に地方自
治体経営におけるアカソタビリティと解除の問題が監査制度の在り方として，
論議が集中してきたのである。
当該稿において地方自治体経営における監査制度の充実策について，地方
自治法の改正と問題点を取り上げ検討する。
1地方自治監査の問題点
地方自治法第195条，同195条の②において監査委員の設置，定数「普通地
方公共団体に監査委員を置く」同②「監査委員の定数は都道府県及び政令で
定める市にあっては四人とし，その他の市にあっては条例の定めるところに
より三人又は二人とし，町村にあっては二人とする」と規定する。又地方自
治法第196条同196条…監査委員の選任兼職禁止，選任は「監査委員
は普通地方公共団体の長が議会の同意を得て一一これを選任する。この場合
において議員のうちから選任する監査委員の数は，監査委員の定数が四人の
ときは二人又は一人，三人以内のときは一人とするものとする…」②識見を
有する者のうちから選任される監査委員の数が三人である普通地方公共団体
にあっては，少なくともその二人以上は，二人である普通地方公共団体にあっ
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ては少くともその一人以上は当該普通地方公共団体の職員で，政令で定める
ものでなかった者でなければならない。」と規定されている。
かかる監査委員の選任，委員の構成における問題点として，(1)監査委員の
選任方法として，普通地方公共団体の長が議会の同意を得て一一選任する。
こととなっている点である。
同意
（1）普通地方公共団体の長→議会一→監査委員選任
監査委員候補者の選出と独立性の問題が内在する。すなわち，現行監査委
員選出方式は，独立性の観点から，(1)普通地方公共団体の長と監査委員候補
者の推薦過程における独立性の問題(2)監査対象と普通地方公共団体の長と監
査委員候補者の推薦過程における独立性の問題(2)監査対象と普通地方公共団
体の長の職務（執行活動）との間における独立性の問題が上げられる。
監査委員の選出と独立性は，監査委員の合議による選出過程を経て選任す
べきものであり，又監査対象と監査委員間における要証事象の同質性は監査
の外部性を侵害し，内部統制組織の一環としての管理色彩の濃い自己壗杳
（又は内部監査）となる。監査委員監査の本旨は，監査対象の外部性に求め
られるもので，監査委員の選任過程内に普通地方公共団体の長の関与は独立
性阻害要因として排除されるべきものである。
（2）普通地方公共団体の長と議員資格監査委員の政党所属と独立性の問題
がある。議会議員を監査委員の資格要件とした事由には，理念的には間接民
主々義の下における住民参加を前提とし，民主的かつ公正なる投票の選衡過
程を経た住民の代表として議会議員を認識し，住民の代表としての監査委員
を理念とし市民代表資格の具体化として，議員資格監査委員の参加，構成を
企図したものである。唯，監査基準の設定について，において「監査は，何
人にも容易に行いうる簡単なものではなく，相当の専門的能力と実務上の経
験とを備えた監査人にして始めて，有効適切にこれを行うことが可能である
…」と述べられる如く，監査の実効性は監査人の適格性に左右され，監査人
の適格性として，技能的資格要件の不一致，又議会における私約交替による
監査委員の選任等，議会議員の監査委員の名誉職化意識の定着による素人監
査委員の就任等監査人としての適格性の欠如，監査委員監査の名目化が実態
化しているのが現状である。
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又普通地方公共団体の長と議会選出監査委員の政党所属と独立性の問題が
ある。議会議員の政党所属の問題は，「監査委員たる議員が特定の政党に所
属している場合，ややもすると公正中立たるべき監査委員の立場が政治的色
彩に強く染まり，不合理な監査の執行をよぎなくしている場合がある，．…･監
査の独立性，公正性を確保するためには，議会選出の監査委員は党籍を離脱
する等の措置を講ぜられるべきである。（1）」と述べられる如く，議員資格要
件と監査への参画理念と実践との間に監査実践の専門性と公正性，実効性等
において，大きな期待格差が実態化し，又監査対象としての議会議員の政策
機能の具体的行動としての行為に対する監査一自己監査一としての域に止ま
り，議会議員と監査対象一要証事象一間に独立性阻害因素として機能するこ
ととなる。又監査委員の独任性機関としての機能が議員資格要件との関連の
下において相対立する機能の合体による合理性と妥協の結果としても充分機
能することはない。又，再に，普通地方公共団体の長による任命と任命権者
の執行活動の監査という事象は，内部統制の一環としての内部管理又は内部
監査としての性格を有しているといっても過言ではない。いかに内部監査の
整備，充実をもっても，自己証明は証明ならずとも言われ，外部監査に対抗
する社会的信頼性をうることは困難といえよう◎
注（1）「行政監査」行政研究所138項
2監査委員の独立性
地方自治法第196条③兼職禁止「監査委員は地方公共団体の勤務の職員を
兼ねることができない。」第198条の二「特別欠格事項「普通地方公共団体
の長又は副知事若しくは助役と親子，夫婦又は兄弟姉妹の関係にある者は監
査委員となることができない。」第199条の二徐斥「監査委員は自己若しく
は父母，祖父母，配偶者，子，孫若しくは兄弟姉妹の一身上に関する事件又
は自己若しくはこれらの者の従事する業務に直接の利害関係のある事件につ
いては監査することができない。」と述べ，監査委員の独立性について規定
されている。
監査人の独立性は本来精神的，抽象的な概念で具体的に一定の判断基準を
明示することは困難である。一般に独立性は外部面における具体化可能な形
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式的要件についてのみ規定される。
荏弛",壼憲“独立性
｜身分的独Ⅷゞ族“｛雇傭関〆
地方自治法における監査委員就任資格を否定する要件として，（一)兼職禁
止（身分的雇傭関係）－自己監査－又特別欠格事項として，身分的独立性，
親族関係等にかかわる独立性が規定されている。かかる外形的独立性に係わ
る規制は，外形的規制であって，監査の社会的信頼性維持要件として，間接
的補完的に擁護する機能を有するにすぎなく，あくまで監査に対する不信感
の払拭に力点があった。
（二)地方自治法における監査委員の選任における「識見を有する者」に係
わる規定と独立性問題がある。地方自治法第196条「～普通地方公共団体の
財務管理，事業の経営管理その他行政運営に関し優れた識見を有する者～及
び議員のうちから，これを選任する。」とされ，識見を有する者を資格要件
とする監査委員として，一般に普通地方公共団の幹部職員の退職後の選任が
多くを占め，監査委員ポストが普通地方公共団体の人事組織の一環として位
置付けられ機能しているのが現状である。ここに監査委員と被監査団体との
関係は直接的利害関係一公務員関係一としての独立性侵害要因を含むことと
なると同時に被監査団体組織内における職務上の利害関係として，独立性侵
害因素として機能することとなる。それ故に，「職見を有する者」の監査委
員選任規制として，外形的独立性侵害要因としての「前職関係」の具体的規
制が求められるのである。それらは，例えば営利企業における法定監査の実
施にかかわる公認会計士の特別利害関係に係わる規制一公務員関係，その職
の在職中と退職後2年間，退職している場合にはその退職前2年以内一直接
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的利害関係として監査人として選任されない－規制にみる如く,OB職員の
監査委員選任要件として，前職関係による規制及び「識見を有する者」を要
件とする監査委員中に占めるOB職員数の制限等が独立性の観点からなされ
るべきであろう。又前職関係における就任制限年数は具体的にはOB職員の
職務権限の継続性の中断期限の具体化によるべきであるが主観的要素が多く
を占め絶対的な基準は存しないのである。一般的基準として，経営内部にお
ける人事異動等によるサイクルを援用する方法もある。
（三)監査事務局の設置と独立性の問題がある。地方自治法第200条，事務
局の設置等①都道府県の監査委員に事務局を置く,②市の監査委員に条例
の定めるところにより事務局を置くことができる。③事務局に事務局長，書
記，その他の職員を置く，⑦監査委員の命を受け……それぞれ監査委員に関
する事務に従事する。」と規定され，監査事務局の設置が認められている。
監査事務局は通常，普通地方公共団体の組織の一外局として位置づけられ，
組織上，又職務上においても独立性が確保されているのであるが，現実にお
いては，監査事務局職員は独自に採用されるのではなく，当該普通地方公共
団体職員の一部配転等によって構成され，一定期間後において，他部局への
配置換え等による流動化がなされている。ここに監査事務局における独立性
と監査事務局職員の監査対象の共有性が認められ，普通地方公共団体におけ
る監査委員監査の内部性が監査事務局職員の独立性観点から認められてる。
又監査事務局職員の共有性は，監査実施上における専門性の阻害要因と化し，
監査事務局職員の適格性（技能は資格要件その他）要件を充す人材の確保が
監査の実効性を維持するための重要な要件となる。
3外部監査の導入
昭和55年12月18日第18次地方制度調査会答申の一部に次の様な指摘がある。
「外部監査については，引き続き新たな第三者機関の創設等，現行監査委
員制度とは別途の制度を検討することとし，さしあたり～監査委員制度の整
備を図ることとすべきである･･･」普通地方公共団体監査に監査機能の充実策
として外部監査制度の導入を予見したのである。地方自治法における監査委
員監査制度と外部監査制度の並行二段階方式制度の導入は，地方分権化の推
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進と普通地方公共団体の大規模化，行政サー ビスの多角化，事業内容の多様
化にともなう監査の重要性と監査対象の質量的拡大化に伴う監査委員会制度
の拡充と制度的限界に対時し，監査の専門性の高度化と社会的責務に応えう
るべき方策として，外部監査制度の導入を図ったのである。監査委員監査制
度と外部監査制度は形式的には普通地方公共団体の規模とアカソタビリティ
との関連の下に区分され，基本的には地方自治法の本旨に照し，現行監査委
員監査制度と併行関係の下に機能する制度として導入されたのである。
外部監査制度の仕組み
現行の監査委員制度の仕組み
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改正地方自治法の外部監査現定の主な論点についてみると，
地方自治法第252条36「次に掲げる普通地方公共団体の長は，政令の定め
るところにより，毎会計年度，当該会計年度に係る包括外部監査契約を速や
かに一の者と締結しなければならない。この場合においてはあらかじめ監査
委員の意見を聴くとともに，議会の議決を経なければならない。」
2「前項の規定による意見の決定は監査委員の合議によるものとする。」
3「第1項の規定により，包括外部監査契約を締結する場合において，包
括外部監査対象団体は連続して4回同一の者と包括外部監査契約を締結して
はならない。」かかる諸規定は監査における独立性の観点から規定されたも
ので，監査契約できる者として，監査人の選任における独立性は，監査人候
補者の選任過程において，監査委員の意見聴取が義務付けられ，且つ監査委
員の合議によることとされ第三者機関（監査委員会方式）による監査人の選
出を第一義とした。又監査人の選任過程における議会での議決要因は，間接
民主々義の下における住民参加の意思表示を監査人選任過程の透明性，公開
性及び監査の信頼性の維持を間接的に強化する機能を担う。又継続藍査に一
定の期間限定を加えた事は，監査人の経済的独立性の確保，監査の活性化策
として意義ある規定である。
地方自治法第252条の28「普通地方公共団体が外部監査契約をできる者は
～弁護士，公認会計士，国の行政機関において会計検査に関する行政事務に
従事した者又は地方公共団体において監査若しくは財務に関する実務に精通
しているものとして政令で定めるもの」
2「普通地方公共団体は外部監査契約を円滑に締結し又その適正な履行
を確保するため必要と認めるときは，前項の規定にかかわらず，同項の識見
を有する者であって，税理士であるものと，外部監査契約を締結することが
できる。」と規定し，監査人の技能的資格要件の一定水準として，弁護士，
公認会計士，税理士，識見を有する者に限定し，同時に監査の質的水準の確
保，監査の社会的信頼性の維持を指向し，監査人の適格性の一要件を規定し
たのである。唯，各種資格はそれぞれの目的の下にそれぞれの分野における
専門性が機能し，必ずしも外部監査人としての適確性を保証するものではな
い。今時普通地方公共団体を巡る行政監査に対する社会的急務に対応し，監
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査人として一定の知的水準の確保を監査の社会的信頼性の維持目的との狭に
おける妥協の結果として職業的有資格者に監査人の適格性を求めたものであ
る。
結語
都道府県や政令都市（76自治体）への外部監査制度の導入が，地方自治法
改正（平成9年6月28日）により業務付けられた。カラ出張問題，官々接待，
公費不正支出，談合入札等の社会問題を導火線として，普通地方公共団体の
監査制度の見直しに対応した改正である。
地方自治法の改正による監査制度は，地方自治法の本旨の下に二段階方式
による監査制度として構築された。その(一)は地方自治体の機関としての監
査委員による監査制度であり，他は外部監査制度の新設である。
地方自治法における外部監査制度の導入は，地方分権の下における普通地
方公共団体の行政需要の多様化と規模の拡大等社会的需要に対時した普通地
方公共団体機能の質量的拡大に伴う監査機能の拡大に帰因する監査制度の充
実，強化と社会的機能の拡大に対応した改正である。
地方自治法上における監査システムの両者の関係は，基本的には地方自治
法の論理（地方分権化とアカソタビシティ）の下における機関としての監査
委員による監査制度を位置付け，改正により，一部監査委員の独立性一形式
的資格要件の強化-OB職員の監査委員就任制限（身分的独立性一公務員関
係による直接的利害関係の排除）委員定数の増員，議会議員資格委員定数制
限等制度の補完が一部なされ，監査委員監査制度の整備をはかった。
一方地方自治体機能の多角化，大規模化等社会的需要の拡大に対し，監査
水準の高度化と社会的信頼性の維持に対処した監査の専門性，公正性維持，
独立性の強化等諸与件に対時した専門的監査人による外部監査システムを新
たに導入したのである。地方自治上における外部監査制度の位置付けは，
(一)被監査団体の規模（質量的規模）とアカソタビリティの関係として補捉
し，基本的な区分を試みたもので，両者は二段階並行方式の下に構築されて
いる。他は，外部監査における被監査団体の社会機能の複雑多岐性，専門性，
大規模化等に対応した監査の実効性と監査人の適格性の関係である。地方自
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治法における監査人の適格性に係わる規定は，監査人の選任と資格要件とし
て規定し，監査人の選任方式として，
団体の長一議会一蕊鰯一資格要件
T
監査委員に聴取÷---監査委員の合議
I
弁護士
公認会計士
税理士
他
過程を経て選任される。監査人の選任方法と独立性との関係は，監査委員の
意見聴取を基本とする点は評価に価するが，具体的な監査人の推薦か否かに
よっては，普通地方公共団体の長の意見と判断独立性と選任への介入度が具
現することとなる。監査人選任の方策として，監査委員会付帯方式が最良と
され，普通地方公共団体の長は，被監査会社における監査契約の当事者とし
て機能し，監査人の選任それ自体の意思決定への介入は独立性を侵害するこ
ととなる。
又監査人の選任における「議会」の機能は，間接民主々義の下における住
民参加による公正性の維持を趣旨とするが，現時，議会の構成と普通地方公
共団体の長との相互間において，議会議員の与党支配という状況下において
の監査人の選任という過程を経ることとなり，議員の政党所属と拘束性（党
議拘束）が独立性侵害要因となりかねない点が指摘される。議会議員の監査
人選任過程への介入は住民参加を基本とする限りにおいて是認されるもので
あるが公正，中立性の維持の観点から，監査委員による外部監査人の推薦方
式が選任過程における独立性の観点から適正な方法と考えられる。
改正地方自治法に規定される監査人の有資格条件として，弁護士，公認会
計士，税理士，その他経験者等具体的資格条件を基本として監査人の適格性
要因としたのである。しかし監査なるものは，監査基準の設定について
「（1）監査は，何人にも容易に行いうる簡単なものではなく，相当の専門的
能力と実務上の経験とを揃えた監査人にして初めて，有効適切にこれを行う
ことが可能である。又監査は何人にも安んじてこれを委せうるものではなく，
高度の人格を有し，公正なる判断を下しうる立場にある監査人にして初めて
依頼人は信頼してこれを委任することができるのである。…」と述べられる
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如く，又地方自治監査においては，行財政全般についての知識と専門的能力
が技能的資格要件として求められ，監査人の適格性は監査の実効性，信頼性
を左右することとなる。地方自治法は弁護士，公認会計士，税理士，その他
経験者を監査人としての適格者条件の具備要件としたのであるが，しかしか
かる要件はそれぞれの目的要件を備え，社会的機能している要件ではあるが，
即普通地方公共団体監査に対時し，監査の社会的信頼性の維持と実効性の確
保，監査水準の達成度を一率に求める要件として十全であるかは疑問の存す
るところである。唯，普通地方公共団体経営に対する社会的不信感の払拭の
急務に対し，普通地方公共団体経営の監査充実の急務と監査人の育成に対す
る代替的方策として，類似の社会的機能担当者をもって補完的に援用した妥
協の結果である。今後，普通地方公共団体の監査に対する専門的監査人の育
成の重要性が認められる。
今時、地方自治法上の監査制度の改正は，監査人の独立性の強化と専門性
の導入による監査の社会的信頼性の維持に改正の本旨があった。
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